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SBTiの新しい企業ネットゼロ基準

スコープ3算定を超え、脱炭素が事業価値になる世界へ

（7月14日公開）

関連コラム



【免責事項】

本資料は、SBTiの公表資料をもとに、高瀬香絵が個人の理解と解釈に基づいて作成した参

考資料であり、SBTiまたは公益財団法人自然エネルギー財団の公式見解ではありません。

内容に相違がある場合は、SBTiが公表する最新の英語版原資料が優先されます。個別案

件の正式な解釈については、SBTiの公式問い合わせ窓口またはSBTi Servicesに直接ご確

認ください。

本資料に基づく判断または行為により生じた損失・不利益について、作成者および公益財団

法人自然エネルギー財団は責任を負いません。
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SBTi CNZS2.0: 企業がよりインパクトを出せる「Actionable」な基準

1. スコープ3は整合(アライメント)目標が設定できるので、
算定方法が定まるまではまず、低炭素鉄などの調達を頑
張ることで評価されるように。

2. 2050年までのネットゼロを達成することは目指し
ながらも、「目標」は5年先について設定するサイク
ルに変更。(一部長期が必須な手法もある)

4. 先進国とそれ以外の国では異なる経路が提案
されているものもあります

5. スコープ1については、資産脱炭素化手法が導入さ
れました。カーボンバジェットまたはマイルストーンによ
って、直線ではない削減も認められます。

3. 5年のサイクルの最後には、何をどれだけ頑張っ
たかの報告と評価が導入されました。

1. スコープ3は一次データを使わない
と減らないけど、算定方法がまだ定
まらない…。

3. SBT設定して削減を頑張っているけど、設定
だけしている企業と評価が一緒なのは納得
できない…。

5. 莫大な投資がかかるので、計画し
て実施するまでに時間がかかります。
直線での削減なんて無理です…。

4. 国によっては全く低炭素電力がない国も
あります…。

2. ネットゼロ目標の設定は、まだ様々な
技術が不確実な中、なかなか経営陣に
納得してもらえない…。
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それ以外の論点

• GHG Protocolで議論中の論点は、現時点では「報告」にとどめ、ル

ール確定後にSBTi側でも必要に応じて反映される。

• 排出量の第三者検証はカテゴリA企業のみ基準年について必須。

（つまり5年に１回）

• 継続的排出への責任に対する認証プログラムにて、カーボン・クレジット

や適応・ロスダメへの資金への流れも期待される。

• 技術中立性の原則を徹底。

• バイオマス等は、燃焼時排出だけでなく、原料・土地関連の上流影響

も報告対象。

SBTi経済圏に参加することで、
“いい脱炭素を実施すれば儲かる”ことが実現できる！
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GHGプロトコル改定の新スケジュール

全体としては、1年後ろ倒しの2028年末に最終化

スコープ2については、

• 2026年Q3～Q4：TWGが公開協議の意見とISO WG4の意見
を検討

• 2027年Q2：修正版を統合Corporate Standardの公開協議
案に収載
その時点でISBが、Scope 2の一部について追加の公開協議が必
要かを判断

• 以後、他のワークストリームとともに、2028年Q4の最終基準公表
へ

2026.7.29

https://ghgprotocol.org/sites/default/files/2026-07/Consolidated-StandardDevelopmentPlan%28SDP%29-2026.07.29.pdf


8

GHGプロトコルスコープ2コンサルテーションまとめ

• 56カ国から1,072件の回答が寄せられた。改定による算定の信頼性・透明性向上への期待が示さ
れた一方、実施負担、データの利用可能性、地域ごとの電力市場制度との整合性について幅広い
懸念が示された。なお、これは公開協議の結果を整理したものであり、最終的な基準内容を示すもの
ではない。

主な提案 全回答者の評価 主な期待 主な懸念

アワリーマッチング 支持22％／中立7％／低支持70％
電力消費と低炭素電力供
給の時間的な整合性、算
定精度の向上

データ・市場基盤の
不足、調達・算定・
保証コストの増加

デリバラビリティ 支持30％／中立11％／低支持59％
調達と電力消費地域との
関係を強化し、地域の脱
炭素投資を促進

調達地域の細分化、
既存の証書制度との
不整合、実務負担
の増加

Standard Supply 
Service（SSS）

支持49％／中立21％／低支持30％
公的・共有電源の公平な
配分、二重計上防止

SSSの定義や適用
範囲の不明確さ、地
域の自主調達市場
への影響
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質問：GHGプロトコル改定案内容の適用有無

Q. GHGプロトコル改定内容はどう反映されるのでしょうか？

A. GHGプロトコル改定を先取りした“義務化”はしない方針です。

Hourly matchについては、割合の開示、deliverabilityは原則ベー

スとなっています。一方で、今後改定内容が決まった場合、反映の可

能性はあることが明記されています。

?

!
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SBTiの組織構造とガバナンス

• 設立当初は４団体の共同運営であったが、現在は独立した英国の慈

善団体として法人化。子会社であるSBTi Services Limitedが目

標の妥当性確認サービスを運営。

（CDP, UNグローバルコンパクト, We Mean Business Coalition, WRI, WWFは創設パートナー。）

• SBTiでは、理事会が組織全体のガバナンスを担い、経営執行チームが

戦略と日常運営を担当します。独立した技術評議会が基準・規範文書

を審議・承認し、目標の審査・認定は別法人のSBTi Servicesが行い

ます。



2050年までに、世界はネットゼロで公平な経済へと移行し、
地球の限界内で人々のニーズを満たす社会を実現している

ことを目指します。
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私たちのビジョン

私たちの戦略
これはSBTiにとって明確な転換点であり、私たちは新たな章へと
踏み出します。今後は、野心的な目標設定にとどまらず、企業の

ネットゼロ移行を加速するための行動と最大限のインパクトの創

出に重点を置いていきます。

私たちのビジョンと戦略を支えるものであり、野心を行動へ、行

動をインパクトへとつなげることで、企業が競争力を維持しなが

ら迅速に脱炭素化を進め、より広範なシステム全体の変革に貢献

できるようにします。

V2.0基準とは

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。



目標設定から実行へ

ツールキットを拡充

画一的なアプローチから脱却し、目標設定と実行

に向けた拡充されたツールキットを導入します。

さらなる行動の促進

企業はまず自社の直接的な脱炭素化を優先し、

そのうえで、システム全体および／またはセ

クター単位での信頼性の高い行動を進められ

るようになります。

V2.0は、単なるアップデートにとどまらず、世界的なネットゼロ移行に
向けた重要なマイルストーンです。

本基準は、ネットゼロ移行のあらゆる段階にある企業にとって、信頼性の

高い科学に基づく気候変動対策を、より実践しやすく、利用しやすく、そ

して自社に関連づけやすいものにします。具体的には、以下を通じて実現

します。

実行を重視する

ネットゼロへの道のり全体を通じて、実行と進捗に

重点を置き、透明性と継続的な改善を強化します。

12 本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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SBTiは、V2.0スタンダードを単独で策定したわけではありません。世界中の何千ものステークホルダーから
の貢献を受け、企業、学術界、市民社会を代表する多様な声を反映しながら策定しました。

ともに築いたグローバルスタンダード

過去最大規模のエンゲージメント 徹底した試行 世界への広がり 確かな専門知見

1,770+ 320 60+ 100+
2回のパブリックコンサルテーシ
ョンで寄せられた回答数

パイロットテストに参加し
た企業数

アンケート回答者が所在する
国・地域の数

5つの専門家ワーキンググルー
プに参画した人数

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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バージョン2.0への移行は段階的に進められます

2026 2027 2028 2029

以前のバージョンのSBTi基準に基づいて
設定された目標は、引き続き有効です1

企業は、既存のスタンダード・基準に基
づき、引き続き目標設定を行うことがで
きますし、それが奨励されています。

Corporate Net-Zero Standard V1 による目標提出が可能

Corporate Near-Term Criteria V5 による目標提出が可能

2027年中は、企業はCorporate Net-
Zero StandardのV1またはV2のいず
れかを選択できます。

Corporate Net-Zero Standard V2は2027年から運用開始、2028年から必須化

¹ SBTiの目標審査を受けた企業は、5年ごとに目標を見直し、必要に応じて再審査を受ける必要があります。企業は任意で目標を更新することもできます。なお、目標を提出する際は、その時点で
有効なSBTi基準に沿っている必要があります。

SBTiは、新スタンダードの理解、導入、実行を進める企業を支援するため、補足ガイダンスや関連リソース
を引き続き提供していきます。

CNZS V2.0 
発表

CNZS V2.0 適用開始
(目標審査スタート)

CNZS V2.0 
が必須に

想定される
タイムライン

V1

V5

V2

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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V1/V2のスムーズな移行

リンク

全体メッセージ

V2.0への移行は一律即時切替ではなく、既存の目標サイクルを尊重しつつ、V2.0の主要要素
をV1にも段階的に適用する設計。

2028年1月までの目標設定・更新

• 企業は目標設定を遅らせないことが推奨

されている。

• 2028年1月までは、V1を用いて目標

設定を継続できる。

• この方法で設定した目標は、対象となる

目標サイクル全体で有効。

• 次のサイクルでは、V2.0に基づいて目標

を設定する。

2030年以降を目標年とする企業

• 2030年以降の既存目標を持つ企業は、

現在の目標維持が推奨されている。

• 2028年に義務的5年レビューを迎える企

業も、現在の目標維持が推奨されている。

• 2030〜35年の次サイクルに向け、2028年

から新目標設定を計画する。

• 現行サイクルの残り期間中も、V2.0の主要

な新要素はV1に適用される。

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Continuing-Use-of-Corporate-Net-Zero-Standard-Version-1.3.1-and-Transition-to-Corporate-Net-Zero-Standard-Version-2.pdf?_gl=1*1jwcutu*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODUxMzI5MTckbzQ1OCRnMSR0MTc4NTEzMjk0NSRqMzIkbDAkaDE5NTgwNTQzODg.


16

質問：2029年にレビューを迎える場合は？

Q. 2029年にMandatory Five-Year Review（M5YR）を迎える企業は、

既存の2030年Near-term TargetをCorporate Net-Zero Standard 

V2.0へ更新する必要があるのでしょうか。それとも、2030年目標は維持し、次

期目標（2030〜2035年）のみをV2に基づいて設定すればよいのでしょうか。

A. 2029年にレビューを迎え2030年目標を持っている場合は、目標年まで1年

しかないので、waiverの申請が可能です。詳細は、資料をご覧ください(p.10)。

• Mandatory Five-Year Reviewのtrigger dateから24か月以内に目標年が到来する企業は、waiverを申
請し、5年レビューの実施を省略できる。

• waiver申請は、trigger date後の6か月のレビュー期間内に、所定のMandatory Five-Year Review form
を通じて行う。

• ただし自動適用ではなく、申請して承認される必要がある。

?

!

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Mandatory-Five-Year-Review-Guidance.pdf?dm=1782918089&_gl=1*1v8nmq3*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODUyODQ4MjkkbzQ2MSRnMSR0MTc4NTI4NTQ4MCRqNTkkbDAkaDM1MzcwMDQ3Mg..
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文書が列挙している “Corporate Net-Zero Standard V2.0 innovations that will apply to V1”

企業カテゴリ

カテゴリAに該当しない企業は、現行基準下でSME区分の採用を要

請可能。

目標の経路

V1に更新後のabsolute contraction methodologyを統合。Q2 

2026にSBTiシステムで運用化済み。

目標に向かった行動

目標実施のヒエラルキーを導入。物理的削減から、共有システム・セク

ターの脱炭素支援までを含む。

進捗報告

年次GHGインベントリと目標進捗の開示義務を重視。

Category Aには第三者保証を伴うサイクル最後の進捗評価を導入。

最善の努力(ベストエフォート)ベース

SBTは「best efforts」ベースで追求するものと明確化。利用可能な

手段を講じ、障壁と対応策を報告。

継続的排出への責任(OER)

2027年開始予定のOERに、V1・V2.0双方の目標保有企業が参

加可能。詳細は2026年後半公表予定。

出典：SBTi (June 2026), Continuing Use of Corporate Net-Zero Standard Version 1.3.1 and Transition to Corporate Net-Zero Standard Version 2.0 2

V1にも適用されるV2.0の主要要素
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SBTi ServiceによるReadiness Assessment Service

• SBTi Servicesが、既存のSBT認定企業を対象に、CNZS V2.0への移行準備

状況を評価するサービスを開始。

• 現在の目標・排出量データ・保証体制をV2.0要件と比較 

• Category A／B、必要な目標更新、移行スケジュールを整理 

• 専任アナリストによる評価と個社別レポートを提供 

• 既存の認定申請データを活用するため、追加作業を抑えられる。

• 正式な認定審査や事前認定ではない。

• 料金：Corporate 4,200米ドル／SME 500米ドル

期間：約4週間

• V2.0認定に向けて、何が不足しているか、いつまでに何を行うべきかを確認するギャッ

プ評価サービス。

https://sbtiservices.com/services/readiness-assessment-service
https://sbtiservices.com/services/readiness-assessment-service
https://sbtiservices.com/services/readiness-assessment-service
https://sbtiservices.com/services/readiness-assessment-service
https://sbtiservices.com/services/readiness-assessment-service
https://sbtiservices.com/services/readiness-assessment-service
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バージョン 2.0
基準の内容



5年サイクル

20

新たな構造と目標サイクルの導入

ネットゼロガバナンス

基準年の評価

継続排出への責任

バージョン2.0は、初版Corporate Net-Zero Standardの強固な基盤を継承しながら、新たな標準化された
目標サイクルを通じて、企業の行動と説明責任をさらに強化することを目指しています。

基準文書の章立て

目標設定

目標の進捗の報告と評価

目標の実行

目標のガバナンス

目標設定

目標の実行

サイクル完了時の評価

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

毎年の報告

継続排出への責任*

基準年の評価

*任意。カテゴリA企業
は2035年から必須

次の目標サイクルへ

新

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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事業環境を踏まえた企業区分
基準では、企業を2つのカテゴリに分けています:カテゴリAとカテゴリBです。
基準を通じて、企業のカテゴリに応じて要件が適用されます。

Map of World Bank Classification by Income - updated July 1, 2025

A 純売上高
4億5,000万ユーロ以
上（約830億円以上）

常勤換算従業員数
（FTE）

1,000人以上

Scope 1・2排出量
10,000 tCO₂e以上

Full-time equivalents
(FTEs) ≥ 1,000

B カテゴリAの基準を満たさないすべての企業

または、以下のうち少なく
とも2つを満たす場合

総資産
2,500万ユーロ
（約46億円）以上

純売上高
5,000万ユーロ
（約92億円）以上

常勤換算従業
員数（FTE）

250人以上

A

全ての国・地域

高所得国・地域

地域区分は、最終親会社の設立地の管轄区域に基づいて判断され、世界銀行の所得分類に
沿って分類されます。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。

https://datatopics.worldbank.org/world-development-indicators/the-world-by-income-and-region.html


説明責任の強化
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認定された目標には、適切なガバナンスと信頼性の高い実
行計画が求められます。

最高意思決定機関が、目標全体に対する説明責任
を担うことに合意する必要があります

進捗報告および目標の定期的な見直し・調整を
行うための文書化されたプロセスを整備する必
要があります。

目標の監督および実行を担うガバナンス体制につ
いて、その内容を提出・報告する必要があります。

認定された目標の達成に必要な行動とスケジュ
ールに焦点を当てた移行計画を策定し、維持す
る必要があります。

CNZS V2.0  |  Net-Zero Governance

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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適切な基盤を整える：基準年

包括的なGHG排出量データおよびその他の該当データが
揃っている直近年に基づく

GHGプロトコル基準と整合した物理的インベントリ¹

物理的なGHGインベントリに反映されない施策および市
場手段については、別途整理・報告します²

電力消費量に占める低炭素電力(LCE) の比率

総電力消費量。これには企業の内部での自家発と外部か
らの調達分を含む。

目標の基準年

GHGインベントリ
(排出量)

施策＆市場手段
(ACTIONS & MARKET 
INSTRUMENTS) 

電力消費量

¹ 企業は、GHGプロトコル「土地セクターおよび除去に関するスタンダード」に沿って、FLAG排出、バイオエネルギー由来の排出、ならびに生物由来および技術的な除去を算定します。
²該当するGHG会計基準がある場合は、それに従って算定します。施策および市場ベースの手段は、第4章「目標の実行」に定められた信頼性要件を満たす必要があります。

基準年排出量を包括的かつ正確に算定することは、ネットゼロ枠組みにおける各目標サイクルにお
いて、目標水準や適用可能な目標設定手法を決定するための基盤となります。

目標審査の段階で、すべての企業は以下を提出します。

2030 2035 2040 2045 2050

ネットゼロ達成年までの目標設定サイクルの例

次のサイクル

適用可能なネット
ゼロ経路

最初のサイクル

目標の

基準年

CNZS V2.0  |  Target Base Year Assessment

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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カテゴリA企業に対する追加的要求事項

第三者保証

重要なScope 3排出および排出集約的な活動（EIA）を優先することで、世界全体の排出に大きく影響する重要
な要因にリソースを集中させることができます。

企業は、排出インベントリおよびその他の求
められる指標について、第三者保証を取得す
る必要があります。

重要性の高い
Scope 3
カテゴリ

Scope 3排出量全体（カテゴリ1～14）¹の5%以
上を占める、重要性の高いScope 3カテゴリを
特定し、報告します。

排出集約的な活
動（EIAs）

Annex Aで定義されるバリューチェーン上の
EIAからの排出を特定し、定量化します。

↳重要性の高いEIA（5%以上）ごとに、排出総
量と、それがScope 3排出量全体に占める
割合を報告します。

¹ カテゴリ15に重要な排出がある企業は、SBTiのFinancial Institutions Net-Zero Standard（FINZ）を参照する必要があります。

コモディティ（一次産品）

以下を対象とした、原材料採取から出荷時点までの範囲：

Well-to-wheel／採掘から走行ま
での範囲:

• セメント

• 鉄
• アルミ

• エチレン

• プロピレン
• ベンゼン

• トルエン

• キシレン
• プラスチック

• アンモニア

• メタノール
• FLAG

• 道路輸送（小型車・大型車）

• 鉄道貨物
• 海上輸送

• 航空輸送（貨物・旅客）

• 販売した化石燃料の燃焼
• エネルギー消費製品（化石燃
料・電力）

• GHGを排出する製品
• 化石燃料関連支援サービス

輸送

使用段階の範囲:

販売した製品

EIA一覧（網羅的なものではなく、Annex Aをもとに一部抜粋・編集）

CNZS V2.0  |  Target Base Year Assessment Category A

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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短期目標
(5年目標)

長期目標
(遅くとも2050年までに残余レベ
ルに達する)

短期目標の手法による A A

ネットゼロ目標
(全ての企業にとって任意)

スコープ 1・2・3の短期・長期目標、およびネットゼロ目標年における残余排出量の中立化が必要

A

スコープ 1

B

スコープ 2 スコープ 3

A B A

Required for Category A Optional for Category AA

B Required for Category B Optional for Category B

目標設定アプローチの精緻化
該当する場合、関連するすべての排出源に対して行動が向けられるよう、各スコープごとに個別の
目標設定が求められます。

A A

A

B

B

B

B

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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分けて考えよう！

インベントリ
(排出量)

目標設定手法
実践

(implementation)

スコープ1,2,3ともに
“物理的インベントリ”

（スコープ2はロケーション基準)

- 総量・原単位
（スコープ2はロケーションとマー
ケットが可能）
- 整合(アライメント)
- 資産脱炭素化(ADP)

ヒエラルキーにて実践
- 活動レベル
- →活動プールレベル
- →セクターレベル

支援行動(Enabling Action)

サイクル最後の評価対象（予想）



27

手法(Methods)、指標(Metrics)、経路(Pathways)

MMPs資料のp.8-9に、
スコープごとにどの手法、指標、経路が使えるかのまとめが記載

7/31までコンサルテーション中

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf
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スコープ1の目標設定

2050年までに残余排出水準に到達するペ
ースで、絶対排出量を直線的に削減

利用可能な場合、セクター別のネットゼロ整
合経路に沿って排出原単位を削減1

参照経路1から導出されたカーボンバジェッ
トまたはマイルストーン・アプローチに基づ
く資産脱炭素化計画（ADP: Asset 
Decarbonization Plan）に沿って、排出総量
を削減する。

長期目標は任意

短期目標

排出量 (tCO2e)

経路の
参照年

短期目標年 ネットゼロ
年

残余水準

基準年

イメージ図

長期目標は必須2

短期目標

排出原単位
(tCO2e/output)

短期目標年 ネットゼロ
年

残余水準

経路の
参照年

基準年

イメージ図

1. コンサルテーションを経た「手法・指標・経路(Methods, Metrics, and Pathways, MMPs) 資料の最終版に沿う。
2.これらの短期手法を用いる場合、長期のスコープ1目標が必要となる。長期目標は、すべての排出を対象とし、総量または原
単位による削減手法を用い、遅くとも2050年までにネットゼロに整合する残余排出水準と一致していなければならない。

Scope 1については、高排出資産の脱炭素化に焦点を当てた新たな目標タイプが1つ追加されました。

総量削減

排出原単位2

資産脱炭素化2

イメージ図：排出総量目標 イメージ図：排出原単位目標

NEW

CNZS V2.0  |  Target Setting
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https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?_gl=1*1am6153*_gcl_au*ODkwMzA4MDk2LjE3NzQ1NTA0MzE.*_ga*MTExMTI1MzgyNS4xNzc0NTUwNDMx*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODEyMDUxMjEkbzEwNiRnMSR0MTc4MTIwNTIxNiRqNDMkbDAkaDE1MDIxNzExNTE.
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スコープ1の目標設定手法と経路

目標設定オ
プション

対象 手法 経路タイプ CNZS V2公表時点で利用可
能な経路

総量削減 一般的活動 線形削減 排出総量 なし。ネットゼロ年までに100%緩
和

原単位削減 炭素集約型活
動

セクター別脱炭
素化手法
(SDA)

排出原単位 排出原単位経路 ・鉄鋼生産経
路* ・セメント生産経路* ・基礎
化学品生産経路* ・建物運用経
路* ・海運運航経路* ・航空運
航経路*

資産移行 全ての活動(炭
素集約型含む)

資産移行計
画：マイルストー
ン

資産移行経路、
および排出総
量経路

資産移行経路 ・発電資産移行
経路

資産移行計
画：カーボンバ
ジェット

排出総量経路 ・鉄鋼生産経路
* ・セメント生産経路* ・基礎化
学品生産経路* ・建物運用経路
* ・海運運航経路* ・航空運航
経路*

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” を元に作成

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化

マイルストーンアプローチ カーボンバジェットアプローチ

資産ごとに以下のいずれか早い年に削減または操業終了
1) 資産の技術的寿命、
2) 参照経路に基づく移行マイルストーン
3) 企業のネットゼロ年

GHG排出総量

科学に基づく
マイルストーン

想定排出経路

ネットゼロ年最新年

GHG排出総量

これまでの排出量

想定排出経路

ネットゼロ年
最新
年

参照
年

※資産ごとのデータが必要。ない場合はカーボンバジェットアプローチを使用すること。

参照経路によるカーボンバジェットを下回るように
資産ごとの移行タイムラインを設定
（長期目標必須）

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.47 出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.48

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化アプローチの事例：発電所を保有する企業

資産 基準年の
排出量
(tCO2e)

稼働終了予定年

石炭火力1 100,000 2028

石炭火力2 150,000 2028

石炭火力3 200,000 2028

石炭火力4 50,000 2037

ガス火力5 500,000 2043

ガス火力6 500,000 2043

大型事業用車両1 20 2031

大型事業用車両2 20 2033

大型事業用車両3 10 2040

資産レベルのデータ
がない他の全ての資
産

250 N/A

参照経路 アプローチ

発電 マイルストーン

輸送 カーボンバジェット

一般 カーボンバジェット

発電セクターのマイルストーン

＜石炭火力：先進国＞
- 未対策新設ストップ：2025年
- 対策または廃止：2030年

＜ガス火力：先進国＞
- 未対策新設ストップ：2025年
- 対策または廃止：2040年

2030

基準年の輸送セクターに占める割合：1%

輸送セクターのカーボンバジェットの1%分に
収まるように、移行計画を構築

直線で削減した場合のバジェットを計算

バジェットに収まる移行計画を構築
出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.56-58を元に作成

2040

注)MMPs内では例示と経路表に不整合があるため、ここでは発電資産の移行マイルストーン表に基づき、先進国の未対策石炭火力の対策・廃止年を2030年として整理。

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化アプローチの事例：製鉄所を保有する企業

資産 基準年の
排出量
(tCO2e)

稼働終了
予定年

資産
カテゴリ

高炉1 2,500,000 2033 一次製鉄

高炉2 2,000,000 2038 一次製鉄

高炉3 1,500,000 2045 一次製鉄

転炉1 800,000 2034 一次製鉄

コークス炉1 600,000 2033 一次製鉄

コークス炉2 600,000 2038 一次製鉄

構内大型車両
群

150,000 2028-2040 輸送

資産レベルのデ
ータがない他の
全ての資産

50,000 N/A 一般

参照経路 アプローチ

一次

製鉄 マイルストーン

輸送
カーボン

バジェット

一般

一次製鉄セクターのマイルストーン

＜先進国＞
- 新設ストップ：2025年
- 対策または廃止：2040年

(CCS設置、グリーン水素還元、電炉等)

基準年の輸送セクターに占める割合:0.017%

輸送セクターのカーボンバジェットの0.017%に
収まるように、移行計画を構築

直線で削減した場合のバジェットを計算

バジェットに収まる移行計画を構築

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.59-62を元に作成

カーボン

バジェット

2040

MMPsの例では、寿命・廃止時期が近い資産をクラスター化し、クラスター内の最も早い移行年に合わせる

整理が示されている。ただし、クラスター化の適用条件・基準については、今後確認が必要。

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化アプローチの事例：ホテルチェーン

資産 基準年の
排出量
(tCO2e)

改修/廃止
予定年

資産
カテゴリ

タワー1(ガスボイラー) 80,000 2028 建物

タワー2(ガスボイラー) 70,000 2032 建物

商業施設1(ガス暖房) 50,000 2035 建物

商業施設2(ガス暖房) 50,000 2040 建物

複合用途開発1 40,000 2045 建物

複合用途開発2 20,000 2048 建物

非常用軽油発電機 8,000 2027-2040 発電

資産レベルのデータがない
他の全ての資産

2,000 N/A 一般

参照経路 アプローチ

建物 マイルストーン

発電
カーボン

バジェット

一般

建物セクターのマイルストーン

＜先進国＞
- 対策なしの化石燃料暖房新設停止：

2030年

- 対策または廃止：2045年
(ヒートポンプ、地域熱供給などへ)

基準年の未対策化石発電に占める割
合:0.02%
バジェット8000tCO2eに収まる移行計
画を構築

直線で削減した場合のバジェットを計算

バジェットに収まる移行計画を構築

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.59-62を元に作成

カーボン

バジェット

2045 資産レベルのデータなし

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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質問：スコープ1の証書利用は？削減となるの？

Q. マスバランスやB&C方式によるエネルギー証書を活用したScope1削減は可

能か。削減は不可、証書の活用による脱炭素への貢献は別途報告と整理され

る場合、目標設定に対して証書利用はどのように整理されるか。

A. インベントリ上の“削減”はできませんが、“実践(implementation)”とし

てカウントされ、評価の対象となり得ます。証書などはCNZS2.0の4.2(p.50-)

に記載されているintegrity criteriaを満たす必要があります。

?

!
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質問：スコープ1削減計画の精度

Q.スコープ1削減計画の精度は？

A. CNZS 2.0では、スコープ1削減計画に一律の「精度」を求めるというよ

り、移行計画の中で、削減策、実施時期、前提条件を具体的に示すこと

が求められます。特に資産移行目標を選ぶ場合は、設備の低炭素化や廃

止のマイルストーンまで、より具体的な計画が必要です。

?
!



36

適格なネットゼロ経路に沿って、利用・契
約・マッチングされたLCEの割合を直線的に高
める。

スコープ2の排出総量を、適格なネットゼロ経路と
整合する所定の残余排出水準に向けて、直線的に
削減する。

短期目標の水準

排出量
(tCO2e)

経路の
参照年

短期目標年
ネットゼロ

年

残余水準

基準年

イメージ図 LCEシェア
(%)

短期目標の水準

短期目標年 ネットゼロ
年

経路の
参照年

基準年

イメージ図

A

企業には、以下が求められる：

1. 目標期間中に想定される電
力消費量の増加を推計する。

2. 電力消費量の年間増加率が
20%を超える場合、排出総
量削減目標を設定する。

V2.0では、必須の短期目標および任意の長期目標を設定するための2つのアプローチが導入されている¹.
スコープ2の目標設定

総量削減 低炭素電力(LCE)調達率整合

1. スコープ2の長期目標設定は、全企業にとって任意。
2. 2035年以降は、低炭素電力(LCE)は ≤ 0.024kg CO2/kWhと定義される。

LCEは、直接GHG排出量が
0.048 kg CO₂/kWh以下の
個別発電設備から供給され
る電力として定義される。²

NEW

CNZS V2.0  |  Target Setting

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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スコープ2の目標設定手法と経路

目標設定オ
プション

対象 手法 経路タイプ CNZS V2公表時点で利用可能
な経路

総量削減 電力 線形(Linear 
Contraction)

排出総量 排出総量経路
- スコープ2電力排出経路

熱、蒸気、冷熱 なし：手法では2050年以前に
100%緩和と想定

電力と熱、蒸気、
冷熱

排出総量経路
- スコープ2電力排出経路

低炭素電力
(LCE)整合

電力 線形整合 整合率 整合経路
- スコープ2低炭素電力経路

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” を元に作成

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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手法・指標・経路(MMPs)における先進国とそれ以外の調達経路の案

低炭素電力(LCE)調達目標

低炭素電力とは

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.68

2035年まで：直接CO₂排出原単位が0.048 kg CO₂/kWh以下

（CO₂回収率90％のCCSを備えた天然ガス・コンバインドサイクル発電を
反映）
2035年以降：同0.024 kg CO₂/kWh

(技術改善に伴い回収率が約95％に高まることを想定)

先進国

それ以外

先進国

それ以外

総排出量削減

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.74,75

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.69

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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スコープ3の目標設定

Category A

上流・下流の活動・取引先について、低炭素または
ネットゼロ整合の割合を高める目標。支出・売上・
取扱量・排出量に占める割合として計測。

セクター横断またはセクター別の経路に沿って、
スコープ3排出を総量または原単位ベースで、定め
られた残余排出水準まで削減する。

短期目標水準

排出量
(tCO2e or 
tCO2e/t )

経路参照年 短期目標年
ネットゼロ

年

残余水準

基準年

イメージ図 整合比率% 
($, vol, tCO2e)

短期目標水準

短期目標年
ネットゼロ

年
経路参照年 基準年

イメージ図

排出量削減 整合目標

V2.0では、スコープ3排出への対応として、大きく2つの目標タイプが提示されている。

購入するコモディティ（例：鉄鋼、セメ
ント）または輸送のうち、低炭素または
ネットゼロに整合したものの割合を増加
させる

販売製品のうち、使用段階において低炭
素またはネットゼロに整合した製品の割
合を増加させる

循環型の廃棄・処理ソリューションを前
提に設計された製品の割合を増加させる

調達量比率の整合

使用製品量比率の整合

製品の廃棄段階の整合新

サプライヤー/顧客整合

新

新

一次サプライヤー／顧客のうち、移行
に取り組んでいる、またはネットゼロ
に整合している主体の割合を増加する

更新

≥95%

CNZS V2.0  |  Target Setting

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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スコープ3の目標設定
Scope 3目標：カテゴリーAは必須、カテゴリーBは任意

包括的な総量での削減目標を
設定

包括的なサプライヤー/顧客整
合目標

特定のカテゴリや活動に対す
る目標

上流カテゴリ 下流カテゴリ

ヘッドライン目標
企業は、カテゴリー別・活動別の目標を集約し、対外コミュニケーション用の単一目標として示すことができる。

排出削減
総量のみ

排出削減
総量または原単位

ティア1サプライヤー整合目標 ティア1サプライヤー整合目標

調達したコモディティや輸送の
整合比率目標

セクター固有の経路がないセクター固有の経路がある 排出削減
総量または原単位

ティア1顧客整合目標

製品使用整合
低炭素/ゼロ炭素整合の販売した製

品の割合の増加

製品の廃棄段階の整合
循環型の廃棄・処理を前提に設計さ

れた製品の割合を増加

企業は、以下のいずれか一つを全体アプローチとして選択する：

主要なカテゴリを対象とする
スコープ3物理的インベントリの5%以
上を占めるカテゴリー1〜14をすべて
対象化

除外を特定する（任意）
特定の排出源については除外が可能。ただ
し報告が求められる。

排出集約型活動(EIAs)の目標を設定 (任意)
企業は主要なEIAsについて目標を設定す
ることを推奨する

1

2

3

4 目標設定アプローチを選択
排出源、利用可能な脱炭素化手段、実
施可能性に最も適した目標手法を選択

Category ACNZS V2.0  |  Target Setting

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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スコープ3の目標設定手法と経路：スコープ3包括目標

目標設定オ
プション

指標 手法 経路タイプ CNZS V2公表時点で利用可
能な経路

総量削減 排出総量(t-
CO2e)

線形(Linear 
Contraction)

排出総量 一般セクター経路

サプライヤー
/顧客整合

整合割合 インデックス整
合

整合率
サプライヤー/顧客整合経路

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” を元に作成

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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スコープ3の目標設定手法と経路：カテゴリ/活動を特定した目標設定（上流）

対象 目標設定オプション 指標 手法 CNZS V2公表時
点で利用可能な
経路

グループA: 高排出製
品・サービスの調達

原単位削減 排出原単位(t-
CO2e/unit)

SDA 排出原単位経路
- 鉄調達経路
- セメント調達経

路
- 化学製品調達

経路

総量削減 排出総量(t-
CO2e)

SDA

調達量整合 整合製品割合% インデックス整合 一般調達経路

サプライヤー整合 整合主体割合% インデックス整合 サプライヤー/顧客整
合経路

グループB: 高排出で
はない製品・サービス
の調達

総量削減 排出総量(t-
CO2e)

線形(Liner 
contraction)

一般セクター経路

サプライヤー整合 整合主体割合% インデックス整合 一般調達経路

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” を元に作成

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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スコープ3の目標設定手法と経路：カテゴリ/活動を特定した目標設定（下流）

対象 目標設定オプション 指標 手法 CNZS V2公表時
点で利用可能な
経路

グループC: 全ての製
品・サービスの販売

原単位削減 排出原単位(t-
CO2e/unit)

SDA 一般経路

総量削減 排出総量(t-
CO2e)

SDA

総量削減 排出総量(t-
CO2e)

線形(Liner 
contraction)

製品整合 整合製品割合% インデックス整合 一般製品経路

製品の使用後段階
（エンド・オブ・ライフ）
の整合目標

整合製品割合% インデックス整合
一般製品経路

顧客整合 整合主体割合% インデックス整合 サプライヤー/顧客整
合経路

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” を元に作成

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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スコープ3の整合（アライメント）目標：低炭素鉄・ネットゼロ鉄
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スコープ3の整合（アライメント）目標：サプライヤー/顧客の整合

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.88-89

移行中 ネットゼロ整合

- ネットゼロ整合目標設定(SBTi並み)

- 売上の90%超が「移行」または「移行支援」

（分類の維持には進捗も求められる）

- S1,2,3排出がゼロ/残余水準

- 売上の90%以上が「ネットゼロ整合」

先進国

それ以外

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.


実際の実施(implementation)を支援

CNZS V2.0  |  Target Implementation

46

科学的信頼性を保ちつつ、各社の状況に応じた実務ステッ
プにより、目標設定から実行への移行を支援。

実行に焦点を当てた新章を追加
V2.0では、単なる目標設定から具体的な行動へと
重点を移す新章が設けられた。

市場手段とプロジェクトについて完全性要件を
満たす場合、目標の実践と進捗として認める

実施ヒエラルキーの導入
排出源に近い直接的な対策を優先し、間接的な対
策はその後に位置づける。

NEW

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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実践ヒエラルキーの導入

排出源を直接対象とし、その効果が物理的GHGイ
ンベントリに完全に反映される行動

活動プール

企業が調達元として利用する、または供給先として関与
する共有システム内の排出源を対象とする行動

セクターレベル

企業が事業活動や調達を行う市場・地域において、
排出源に働きかける行動

支援行動* 

将来の脱炭素化を可能にするため、構造的制約に対応
する行動

本基準では企業が脱炭素化の進展を支える行動として4つのレベルを定義している。企業は間接的行動の前に、
まずは排出源に最も近い行動を優先することが求められる。

*支援行動(enabling actions)は目標達成に向けた進捗としては算入されない。ただし、目標期間内に十分な脱炭素化が進まない場合には、将来の脱炭素化を可能にするベスト
プラクティスとして推奨される。

構造的な制約により、活
動レベルまたは活動プー
ルレベルでの対策が困難
な場合

目標期間内に十分な
脱炭素化を達成でき
ない場合

活動レベルで実施可能な
対策をすべて行ったうえ
で

CNZS V2.0  |  Target Implementation

スコープ1       

スコープ2       

スコープ3

(企業の供給可能地域内の)
系統連系した新たな風力
発電とのPPA契約を行う

低炭素燃料や効率向上に
よって直接排出量を削減

企業が調達している地域
内ではないが、隣接する
地域の農家から、低炭素
肥料証書を購入する

参考事例

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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狭い範囲

広い範囲

活動レベル
活動レベル

Activity-level

活動プールレベル

Activity pool-level

セクターレベル

Sector-level

支援行動

Enabling actions

実
践
と
し
て
評
価

実践ではないが

更新時に別枠で評価

物理的インベントリに反
映できるもの。

系統、供給圏、物流ネ
ットワークなど。企業が定
義するが、できるだけ狭

いものとするべき。

企業が事業活動や

調達を行う市場・地
域。

供給可能バウンダリ

内のPPA*/VPPAや
証書等の調達。

スコープ2の場合

自家発自家消費や

自営線で繋がった太
陽光など。

バウンダリを超えた地

域とのPPA*/VPPA、
証書購入など。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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質問：ヒエラルキーはアクションの優先順位？評価に反映？

Q. CNZS2.0では、Activity-level、Activity pool-level、Sector-levelからなる実践ヒラ

エルキーが新たに示されています。このヒエラルキーは、企業が目標を実施する際の推奨順位を

示したガイダンスなのでしょうか。それとも、5年ごとのサイクルにおいて企業評価へ反映されること

を想定しているのでしょうか。

A. ここでいう5年サイクルの最後の“Assessment(評価)”は、優劣や点数をつけるものというこ

とではなく、何をどう頑張ったのかを報告し、それをAssess（評価）するという位置付けです。

最低限ここまで頑張るミニマムの基準は設けるとのことですが、基本的には「ベスト・エフォート」で

あればOKであり、逆になぜできなかったのかをしっかり報告いただくことを重視していると読み取れ

ます。ヒエラルキーはもちろん、実施の優先順位でもあります。

?

!



50

質問：支援行動(enabling actions)はOERなの？

Q. NZS2.0では、Enabling Actionsは「実践ではないが更新時に別枠

で評価」とされています。この「別枠で評価」とはOERを指すのでしょうか。そ

れとも別の評価枠組みでしょうか。

A. OERとは別です。スコープ1,2,3についてセクターレベルまでで不十分で

あって、それ以上のアクションが取れない場合、支援行動も「実践

(implementation) 」ではないが、“評価”はされるということかと思い

ます。

?

!
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質問：サプライヤーの再エネ調達のアロケーション

Q. Scope3の調達で、低炭素鉄の割合等が評価されるようだが、鉄に限らず仕入先が再エネ

100%で生産した部品はGHGゼロとして算定・評価してよいのか

A. インベントリとして反映できるかは、GHGプロトコル改定で議論中との認識です。現行GHGプ

ロトコルでは曖昧な（どちらともとれる）エリアと認識しています。

スコープ3カテゴリ１に当たるサプライヤーのスコープ2について、報告企業向け商品の製造に使っ

た電気について再エネを使う（証書をその電気に対して償却する）場合、アロケーションを伴う

ことからマーケット基準スコープ3となる可能性があります。これは現在行われているGHGプロトコ

ル改定によってインベントリに反映できるか、できる場合どう反映できるのかについて議論中であり、

目下は低炭素製品や証書の調達として進めていっていただければと思います。

?

!



SBTiは、目標設定における時間
単位マッチングの位置づけや適用
方法について、今後さらに検討を

進める予定である。
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電力での実践
バージョン2.0では電力の市場手段の使用についての新たな要件を導入

供給可能性(Deliverability)

稼働年数の制限

時間的マッチング

市場手段は供給可能地域 ¹ 内に限られる

¹同期系統内において、接続された発電源が同じ系統内の電力需要に合理的に供給可能と考えられる地理的範囲を指す。

✓バージョン2.0が発効する前に締結された
長期契約については除外

✓特定の場合(例えば、物理的送電やPPAの場合)に
ついては供給可能地域間も可能

目標申請時において稼働またはリパワリングから15年以内の発電機に限定。今後発効予定のガイダンスに
て、新規のLCEプロジェクトとのPPAの除外や地域ごとの選択肢について明示する予定。

属性(証書など)は12ヶ月以内のマッチング要件を満たす必要がある。1時間ごとのマッチングにつ
いての決められた閾値を満たした企業については任意の認定・評価を得ることができる。

カテゴリーA企業は、年間10GWh超の電力使用を伴う重要な活動プールについて、Scope 2
電力消費量のうち時間単位でマッチングされた割合を算定・報告する必要がある。

A

CNZS V2.0  |  Target Implementation

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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質問：アワリーマッチ

Q.必須ではないとは言え、報告自体は必要との理解で相違ないでしょうか。

A. カテゴリA企業について、定義した活動プールの中での需要が年間

10GWhを超える場合、そのプールでのアワリーマッチの割合を報告する必

要があるというルールです。

?

!
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質問：アワリーマッチ

Q.移行期間までに非化石証書にタイムスタンプが付与されるよう制度変更

されることは困難と予測されますが、その場合、制度変更されるまでアワリー

マッチングは不要でしょうか。

A. アワリーマッチ自体は必須となっていません。一定の要件を満たした場合

については割合の報告のみが必須です。

?

!
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質問：アワリーマッチ

Q.アワリーマッチング率の算定報告が義務になりますが、証書にタイムスタンプがない日

本ではどのように証明するのでしょうか。需要家や小売電気事業者が発電所の30分値

データと需要場所の30分値データを突き合わせしてマッチング率を算定するだけいいの

でしょうか。（二重計上されていないかなどの証明が難しいと思っています）

A. ご指摘のとおり、「属性」側も発行されているのであれば、その属性がその電気に対し

て償却されていることの証明が必要になります。PPAの場合のアワリーマッチの実証実験

は国内で行われています。属性証明については、日本国内で発行されているものでタイ

ムスタンプのあるものも存在します。

C28(p.53)には属性証明について、透明性高く、安全なトラッキングシステムにおいて

発行、移転、償却されている必要がある(shall)との記載があります。C28.1にはレジス

トリの透明性についての記載があります。

?

!
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質問：アワリーマッチ

Q.国内において、フィジカルPPAでエリアを跨いで供給する場合、間接オークショ

ンで落札できた30分コマを供給実績として明示すれば、アワリーマッチングと主張

できるとの理解で良いでしょうか。

A. C32.4にアワリーマッチ割合についても、(5年に1度の) 評価時に、データと

計算方法についての第三者保証を受ける必要(shall)があります。どのような

場合に第三者保証が可能であるかについて、今後検討が必要と考えています。

一方で、いただいた件については、属性（環境価値含む）についても電力ユー

ザーに対しての償却が必要です。

?

!
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質問：SSS

Q. SSSは、バージョンが上がるタイミング（V 2.1等）で採用される見込

みであるとの理解で良いでしょうか。

A. バージョンが上がるタイミングかどうかは未定ですが、C31.1eの脚注

(p.56)にて、GHGプロトコル改定が決まった際にはその定義への変更を

行う可能性について記載があります。

?

!
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質問：RE100等のデフォルトLCEとGHGプロトコルのSSSの違い

Q. C31.1ではRE100と24/7 Carbon-Free Coalitionの基準を参照してい

ますが、その場合、クリーンエネルギー調達分を引いた値にデフォルト再エネ率が

当てはめられます。一方、GHGプロトコルスコープ2ドラフトのSSSは、最初の電

力需要量全体にデフォルト再エネ率が当てはまります。これは今後一致するので

しょうか？

A. 現状はご理解の通りです。C31.1eの脚注(p.56)にて、GHGプロトコル改定

が決まった際にはその定義への変更を行う可能性について記載があります。

?

!
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質問：Deliverability regionの設定

Q. Deliverability regions（供給可能地域)はどう設定すべきでしょうか？

1) 10エリア

2) 同期系統(北海道、東日本、西日本、沖縄の4エリア)

3) 系統がつながっている地域は１エリア

A. 「活動プール」だけでなく、「セクターレベル」でも“実践(implementation)”とし

て評価されます。「活動プール」としてのバウンダリは、企業が定義します(C30.1)。 用

語の定義などは次のページに。今後のガイダンスなどで詳細明示か？

?

!
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デリバラビリティ地域の設定(C30, C30.1)

CNZS-C30

• 企業は、自社の事業活動（Scope 2）およびバリューチェーン（Scope 
3）における電力消費について、デリバラビリティ地域に基づいてアクティビテ
ィ・プールの境界を定義しなければならない。⁵⁵

C30.1

• 購入または取得した電力（Scope 2）のアクティビティ・プール境界：
企業は、自社の電力消費に電力を供給するデリバラビリティ地域に基づいて、
アクティビティ・プールの境界を設定しなければならない。

• ⁵⁵ GHGプロトコルの改定プロセス完了後、GHGプロトコルにおけるデリバラビ
リティ地域の定義を含め、企業ネットゼロ基準のGHG算定に関する事項につ
いて、対象を限定した改定が検討される。

（GHGプロトコルスコープ2フェーズ1最終版については、2026年6月を予定していたが、コンサルテーションの期間延長等に
よって延期されている。まずはコンサルテーションの取りまとめが公表される見込み。）
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Deliverability関連の用語の定義

• 供給可能性 Deliverability (electricity)

• ある発電源が、ある電力消費地点に電力を供給できること (GHG Protocol 2025参照)

• 供給可能地域 Deliverability region (electricity)

• 同期系統に接続されたすべての発電源が、同じ系統に接続された電力需要に対して、合理的に電力を供給できる

と見込まれる地理的範囲。

• デリバラビリティ地域は、電力システムにおける以下の要素を総合的に考慮して設定される。

• 同期系統の境界 

• 送電混雑 

• 地域間の連系性

• 広域同期系統 Wide area synchronous grid:

• すべての発電機が同一の電気周波数に同期し、交流（AC）送電線を介して相互に接続されている大規模な交

流電力系統(IEEE, 2019参照)
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質問：異なるエリア間の送電権があることの証明は？

Q.スコープ2の目標設定の中で、「隣接する供給可能地域との相互接続

送電権がその企業にあることを証明できる場合は、例外」とあるが、「相互

接続送電権」とは具体的に何を意味するのか？

A.今後日本ではどう証明できるのか、政府の担当部署にも問題意識をシ

ェアしながら、日本の制度状況も踏まえて整理を行っていきたい。

?

!
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質問：異なるエリア間の送電権があることの証明は？

Q. 系統混雑（transmission congestion）が無いことが、供給可能性を満足する条件に

含まれるとの理解です。国内においては、連携線は常態的に混雑しているため、連携線を経由

しての供給（エリアまたぎ）は不可との理解で良いでしょうか。それとも、間接オークションで落札

できたコマのみ主張可能でしょうか。また、契約上で供給可能性ありと証明できれば主張できる

と思いますが、国内において系統を利用する場合、契約で供給可能性を証明することは現実

的に困難との認識ですが、相違ないでしょうか。なお、国内においては、間接送電権はエリア間

値差の価格リスクヘッジの位置づけであり、供給の確実性を担保するものでは無いため、その点

でも契約上での証明は困難と理解しています。

A.今後日本ではどう証明できるのか、政府の担当部署にも問題意識をシェアしながら、日本の

制度状況も踏まえて整理を行っていきたい。

?

!
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定義したバウンダリ(activity pool)間の供給可能性(C30.3)

• アクティビティ・プール間のデリバラビリティ：
相互接続されたアクティビティ・プール間では、以下のいずれかの条件を満たす場合、電力は供給可能であるとみな
すことができる。

• a. 企業が、当該電力およびそれに付随する属性を、発電地点から消費地点まで物理的に送電できることを証
明できる場合。企業は、規制上の取決め、契約、または関係する送電系統運用者が承認した公認の市場手段
を通じて、必要な送電権を保有しているか、またはそれにアクセスできることを証明しなければならない。

• b. 企業の事業活動が、広域同期系統内の相互接続された2つ以上のアクティビティ・プールに所在し、これらの
事業活動の合計電力需要が、いずれかのアクティビティ・プールに所在する低炭素電力（LCE）プロジェクトと
締結した電力購入契約によってカバーされ、かつ、そのオフテイクが当該プロジェクトの運転開始から36か月以
内に開始される場合。企業は、この柔軟性を、自社の電力消費に適用される市場手段の規制上の境界を越え
て適用してはならない。

論点a

エリア間の物理的送電の証明方法

→今後日本ではどう証明できるのか、政府の担当部署

にも問題意識をシェアしながら、日本の制度状況も踏ま

えて、SBTの運用の整理を行っていきたい

論点b

同じ広域同期系統内であれば、複数エリアの需要をまとめて、その１つのエリア

の電源とのPPAであればOKとする。

例) 九州、神戸、四国の拠点の需要をまとめて、九州の発電所とのPPAを締結

（送電線がつながっているエリア全域について対象） （広域同期系統内について対象）
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質問：PPA個別ケースについて（同期系統またぎの供給アグリゲーション）

Q. デリバラビリティの免除について、日本が50.60Hzで分割される場合、50.60Hzそれぞれに

位置する二つの発電所から50Hzに位置する需要地にフィジカルPPAで電力供給すると発電所

が運開から36ヶ月以内であればデリバラビリティの適用外となる認識で合っていますか？

A. まず、広域同期系統は、定義に忠実にとらえるならば北海道、東日本、西日本と沖縄に分

かれます。ですので、C30.3bは2つの広域同期系統に位置する需要をアグリゲートするケースに

は、厳密には当てはまらないと考えます。また、C30.3bは需要についてのアグリゲーションであり、

供給についてのアグリゲーションは言っていません。

電力調達については、より詳細はガイダンスが出ることを期待しています。

?

!
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スコープ3におけるスコープ2のDeliverabilityバウンダリ(C30.2)

• 企業のバリューチェーンにおける電力消費の地理的位置が十分な詳細度
で把握できる場合、企業は、デリバラビリティ地域に基づいてアクティビ
ティ・プールのバウンダリを設定しなければならない。

• そのような情報を利用できない場合、企業は、国単位またはその他の適
切な地域区分を用いることができる。その場合、企業は、当該区分を適
用した根拠を報告しなければならない。
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セクターレベルの電力調達(C30.4)

• C30.4 構造的な供給制約（電力）

• 電力に関してセクター・レベルの行動を実施する企業は、目標期間中、
関連するアクティビティ・プール（デリバラビリティ地域）または相互接続さ
れた地域内で、十分な低炭素電力（LCE）発電量を契約できないこと
を示さなければならない。⁵⁶

• このような制約が立証された場合、セクター・レベルの行動を実施できるの
は、当該制約が継続している期間に限られる。さらに企業は、関連するア
クティビティ・プール内で、新たなLCE発電の開発または調達を可能にする
ために講じた措置も示さなければならない。

⁵⁶ 構造的な制約には、社内の選好、調達方針、またはコスト面だけを理由とするものは含まれない。

当面はセクターレベルをまず頑張るという考え方もありなのではないか？
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レガシー条項(C30.5)

• 企業ネットゼロ基準V2.0の発効日前に締結された既存の長期契約に
基づく市場手段は、発効日前に当該市場手段が適用されていたのと同
じアクティビティ・プールにおいて、デリバラブルであるとみなすことができる。

• これらの市場手段は、アクティビティ・プールごとに、電力需要量による加
重方式で配分しなければならない。

• また、当該契約を更新しても、そのデリバラビリティの適用期間を引き続き
延長することはできない。

発効日(effective date): 2027年2月1日（基準内に記載あり）
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質問：レガシー条項はデリバラビリティのみ？

Q. レガシー条項はデリバラビリティにのみ適用されるのでしょうか？15年ルールなどにも適用されるのでしょう

か？

• A.現行の基準文書では、C30.5はデリバラビリティについてのみ記載されています。一方、CNZS2.0前文

(p.8)には、以下の記載があり、今後のガイダンスにおいて明確化されるのではないかと期待されます。

「目標は、低炭素発電への投資、または契約（例：電力購入契約〔PPA〕、差額決済契約〔CfD〕、再生

可能エネルギー証書）を通じて実践(implement)することができる。他の枠組みとの整合を図り、プロジェク

トの事業性や資金調達期間にも対応するため、原則として、運転開始後15年以内の発電設備に関する契

約が認められる。ただし、運転開始後36か月未満の発電設備を対象とするPPAについては、15年を超えて

実践の対象とすることができる。既存契約には契約期間中、経過措置が適用されるため、新たな要件を満

たす必要はない。」

?

!
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質問：レガシー条項が適用されるPPAはいつまで？

Q.レガシー条項は27年2月1日以前の契約に適用される理解ですが、V2.0の完

全適用は28年1月1日からの理解です。27年2月2日以降〜27年12月31日ま

でに契約されたPPA契約は、V1.3基準で契約できるのか、レガシー条項外なので

V2.0が適用されるのかいずれの整理となりますでしょうか？

• A.厳密にいうと、レガシー条項は2027年2月1日の発行「より前(prior to)」なの

で、2月1日は含みません。目標のimplementationとして、V2に基づいている場

合、この日までのPPA契約は契約期間中デリバラビリティを超える場合でも有効と

なります。

?

!
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質問：テナントオーナーとのVPPAの場合の店子の再エネ消費の主張

Q. テナントのオーナーとVPPAを実施し、環境価値を提供します。この場合、店子は環境価値を所有し

てはいませんが、店子は再エネ消費（スコープ2マーケット基準)を主張できるのでしょうか？

A. できると考えられます。環境価値という言い方は日本特有のものですが、類似する考え方として「属性

(attribute)」というものがあります。GHGプロトコルでは属性は分離してはいけないとなっています。

現行GHGプロトコルスコープ2ガイダンスの考え方では、属性証明（証書など）をある電力量に対して

“償却”することで、その属性をもった電気を消費したと主張することができます。

日本の非化石証書の場合、“償却”というプロセスは明示的には存在しませんが、あるkWh（該当メニュ

ー供給量）に対して証書をあてていると捉えられ、その場合はその電気については属性を主張できると捉

えられます。

一方、スコープ2として同じ電気に対して二重主張がないことが必要です。

?

!
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質問：再エネメニュー場合の需要家への環境価値移転について

Q.電力小売り事業者の提供する再エネメニューにおいて、環境価値は需要家に移転し

ているのでしょうか。

A. 移転していると考えられると思います。

環境価値という整理は日本の制度における定義です。GHGプロトコルやそれに準拠し

ているSBTiのルールにおいては、類似する概念として属性というものがありますが、これは

全ての属性を一緒に扱うことがルールとなっていて、他の属性と分離することはできません。

GHGプロトコルにおける属性については、「どの電気に対して属性を償却したか」が重要

です。非化石証書は明示的に償却というプロセスはありませんが、メニューに対して配分

していることから、そのメニューの電気に対して使ったと捉えることができるのではないかと考

えます。

?

!



企業はベスト・エフォート（最善努力）、つまり全ての可能な脱
炭素化の手段を実施し、実践の際の障害を透明性高く開示する。
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目標の進捗を報告&評価

CNZS V2.0  |  Reporting & Assessing Progress

定期的な報告・開示は、透明性の向上と継続的改善に貢献
します

毎年の報告
企業の自社コミュニケーションチャネルを通じて、目標の進
捗状況および障壁を公表するもの。

サイクル完了時の評価
企業は目標の進捗についての詳細な情報をSBTi検証機関に提
出し、公式に評価を受ける。評価に応じて企業は該当する主
張をすることができる。

2.0の下で最初のサイクルを終えた後、新たな目標設定を行
う企業に適用される最低限の進捗基準は、今後公表される
SBTi Assurance Manualにおいて示される予定である。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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5年サイクルの最後の評価は“ベスト・エフォート”→みんなで改善！

企業はベスト・エフォート（最善努力）、つまり全ての可能な脱
炭素化の手段を実施し、実践の際の障害を透明性高く開示する。

定期的な報告・開示は、透明性の向上と継続的改善に貢献
します

毎年の報告
企業の自社コミュニケーションチャネルを通じて、目標の進
捗状況および障壁を公表するもの。

サイクル完了時の評価
企業は目標の進捗についての詳細な情報をSBTi検証機関に提
出し、公式に評価を受ける。評価に応じて企業は該当する主
張をすることができる。

2.0の下で最初のサイクルを終えた後、新たな目標設定を行
う企業に適用される最低限の進捗基準は、今後公表される
SBTi Assurance Manualにおいて示される予定である。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参
考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。

SBTiとの取り組みは、企業価値を高める

では、それは企業にとって何を意味するのでしょうか。

SBTiとの取り組みは、単に企業の信頼性を高めるだけ

でなく、事業そのものをより強くするものであるべきです。

SBTiは今後も、金融機関、顧客、規制当局から認め

られる「ゴールドスタンダード」であり続けます。それにより、

SBTiのネットワークに参加する企業は、資本へのアクセ

ス、顧客獲得、移行リスクの低減において、実質的な

優位性を得ることができます。
さらに、私たちは新たな価値も提供していきます。SBTi

のネットワーク全体で何が有効に機能しているのかに関

する実践的なデータ、企業間の学び合い、競争前段

階での協働、そして一社だけでは解決できない制度

的・構造的な障壁について政府と積極的に対話するこ

とです。

目指すところはシンプルです。SBTiの認定が、企業の

取締役会にとって「戦略的資産」と見なされるようにす

ることです。

出典：SBTi, Corporate Net-Zero Standard Version 2.0, p.3より仮訳企業は影響の及ぶ範囲でベストを尽くし、あとはSBTiや仲間
と一緒に状況を改善していこう！という姿勢



継続的排出への責任(OER)の枠組み
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この枠組みには、それぞれ独立しながら補完し合う3つのフェーズがあります。

CNZS V2 2035 2040 2045 20502030

継続的排出の一部を適格な方法や行動にて責
任を果たすことを選択肢した企業については
、SBTiの目標ダッシュボードにて認定 ¹ が表
示されることが可能となる

認定は以下の3つのレベル: 

任意の認定プログラムフェーズ1

2035年以降: 必須の責任要件フェーズ 2

カテゴリーA企業については、適格な炭素
除去への支援量を増やし、さらに、より長
期的に炭素を固定・貯留できる除去の割合
を徐々に高めていくことが求められる。 ネットゼロ目標年およびそれ

以降、すべての企業は、全ス
コープにわたる残余排出量の
100%を中立化することが求め
られる。
.

中立化フェーズ3

A

¹V2.0の下で設定された目標について、目標に対する十分な進捗を示していることを条件とする。

A

B

参画(ENGAGED)

先進(ADVANCED)

リーダー(LEADERSHIP)

CNZS V2.0  |  Ongoing Emissions Responsibility

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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フェーズ 1 | 任意の認定プログラム

スコープ1,2,3合計の1% 
以上

合計の100%

スコープ1,2の100%か
つ合計の10%以上

B
スコープ1,2の100%か
つ合計の10%以上

A

A B

継続的排出のカバー範囲 適格アプローチ

A

参画

先進

リーダー

検証済み緩和量 (tCO2e) または貢
献予算。貢献予算については炭

素価格20米ドル/tCO2e以上必須

貢献予算については炭素価格
80$/tCO2e以上必須

対象とする排出量については、ま
ず検証済み緩和に資金を出し、そ
の後適格な気候行動に使う

検証済み緩和量（tCO₂e）または
貢献予算。貢献予算については

炭素価格20米ドル/tCO₂eを推奨 検証済み緩和アプローチ

貢献予算アプローチ

企業は、tCO₂e単位で測定される、
事後的(ex-post)に確認され、独立し
た第三者による保証を受けた成果を
提供する。

企業は、tCO₂e当たりの価格に基づ
き貢献予算を設定し、気候貢献に資
金を拠出する。

企業は3つのレベ
ルの認定を受ける
ことができる

CNZS V2.0  |  Ongoing Emissions Responsibility

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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2035年以降と中立化についての要件

2035年以降カテゴリーA企業に適用

スコープ1,2,3の継続的排出量の1%をカバー

継続的排出量の1%に相当する、事後検証済みの炭素除去
を支援／実施する

継続的排出量1%分の残りについては、短期型除去、長期
型除去、またはその混合にて対応

カバー範囲(つまり継続的排出量の1%)の10%について、長
寿命GHGを対象とした長期貯留型除去にてカバー

適用対象

必須のカバー範囲

適格な行動

永続性

ポートフォリオの

柔軟性

段階的強化
カバー範囲(継続的排出量に対する%)と長期型の比率の両
方について、ネットゼロ年に向けて直線的に上昇

2035年以降の要件 ネットゼロ年における中立化

ネットゼロ年に全企業に適用

残余排出量の100%をカバー

残余排出量の100%に相当する、事後的検証を受けた除去
を支援 ／実施する

残りの残余排出量については、短期型除去、長期型除去、

またはその混合にて対応

長寿命GHGの残余排出量に対しては全て長期貯留型除去
にて対応

最終的状態の要件 –ネットゼロ年以降、残余排出水準を
維持し中立化する

SBTiは、長期的な炭素貯留
を信頼性をもって担保でき
る取り決めや仕組みをより
よく理解するため、根拠情
報の募集(call for evidence)
を実施する予定である。

CNZS V2.0  |  Ongoing Emissions Responsibility

A A B

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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質問：2035年以降のOER義務対象は？

Q. OERに関する2035年以降の炭素除去支援の義務の対象がどのよう

な企業なのか、教えて下さい。

A. 2035年以降の義務は、カテゴリA企業です。一方で、ネットゼロ達成

年(2050年より前)については、カテゴリB企業も残余排出量分を除去

で中立化する必要があります。

?

!
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公表は今後も続きます
SBTiは、本基準で導入された主要な要素について、その内容を強化・拡充するため、今後もガイダンス
や補足資料の整備を進めます。

手法・指標・経路

(Methods, Metrics, and Pathways)

今後公表予定の資料 説明

SBTi対外主張ポリシー
(SBTi Claims Policy)

SBTi保証枠組み
(SBTi Assurance Framework) 

公表予定時期*

企業がSBTi基準に基づく自社目標について対外的な主張を行う際のル
ール、条件およびプロセスを定めるもの。これにより、すべてのコミ
ュニケーションが正確・一貫的で、信頼性と透明性を備えたものとな
るようにする。

相互運用性と第三者認定

SBTiが定める方針、プロセスおよび要件であり、SBTi基準におけ
る検証・評価プロセスに適用される基準が一貫して満たされるこ
とを確保することを目的とする。

バージョン2.0の目標設定手法を開発するのに用いた手法や経路の
詳細

2026年7月31日までコンサルテーション中

第三者ツールや認証フレームワークについて、正式な適格性および認
定に必要な技術的基準と原則を定める仕組み。

2027年初旬〜

2027年初旬〜

2026年Q4 〜

2026年Q4〜

*プロジェクトの公表時期は変更の可能性があります。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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質問：化石燃料設備更新しないルールはどうなる？

Q.不動産運用会社のものです。賃貸マンションを多数保有運用しております。

SBTi企業ネットゼロ新基準に関連するかはありますが、SBTiの更新にあたって、将来ガス機器の更新禁

止の宣言があり、そこがネックで更新できない状況です。というのも、Scope3にはなる部分ですが、現状

7000戸ほどの住戸についての電化の見込みが立てられないためです。このあたり、ワーキングでは議論は

されているのか、緩和措置などありますでしょうか。

A. 現行基準では、既存のガス機器を2030年までにすべて撤去する必要はありません。ただし、2030

年以降、会社が所有または財務的に支配するガス機器が寿命を迎えた場合、原則として新しい化

石燃料機器へ更新しないという公約が必要です。一方で、V2.0に合致する形でのセクター基準/ガ

イダンスの更新が順次行われる見込みです。見込みが立てられない理由によっては、ベストエフォート

ベースの元では合理的説明ができればいいのかとは思います。

?

!



SBTi企業ネットゼロ新基準を読み解く

改定ワーキングメンバーが解説

Timon - stock.adobe.com

アンケートにご協力ください

フォーム回答期限 → 8月11日（火）まで
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